
 

 
第第44節節  ⾷⾷品品産産業業のの環環境境負負荷荷低低減減とと消消費費者者のの理理解解醸醸成成のの促促進進  

 
 
持続可能な⾷料システムの構築のため、⾷料システムをつなぐ⾷品産業においても、持

続可能な⽅法で⽣産された原材料を使⽤し、⾷品ロスを削減するなど、環境や⼈権に配慮
した持続可能な産業に移⾏することが求められています。また、このような取組の重要性
について消費者の理解を深め、環境や持続可能性に配慮した消費⾏動への変化を促してい
くことも重要です。 

本節では、⾷品産業の環境負荷低減に向けた取組や、消費者への理解醸成を図る取組に
ついて紹介します。 

 
((11))  持持続続可可能能なな⾷⾷品品産産業業へへのの転転換換  
((⾷⾷品品産産業業にによよるる持持続続可可能能性性にに配配慮慮ししたた取取組組をを促促進進))  

農業・⾷品産業については、温室効果ガスの排出削減や⽔質汚濁防⽌を始め、⼀層環境
と調和のとれたものや、⼈権に配慮した調達・⽣産・加⼯・流通に転換していく⽅向が国
際的にも主流化しています。また、環境に限らず農林⽔産物の⽣産現場における強制労働
や児童労働といった⼈権への配慮等を求める声も⾼まりつつあり、EUでは、環境や⼈権に
関する取組状況の開⽰やデューディリジェンスを求める指令が発効され、EUで企業活動を
展開する⽇系企業も条件を満たせば同指令の適⽤対象となります。 

このような中、持続可能な⾷料システムの構築のため、⾷料システムをつなぐ⾷品産業
においても、持続可能な⽅法で⽣産された原材料を使⽤し、⾷品ロスを削減する取組を始
めとして、環境や⼈権に配慮した持続可能な⾷品産業に転換することが求められています。 

農林⽔産省では、⾷品産業の持続可能性の向上に向けて、国産原材料の利⽤促進、環境
や⼈権に配慮した原材料調達等を⽀援することとしています。また、農林⽔産物を活⽤す
る新たなビジネス創出の仕組みの構築等により、地域の⾷品産業の関係者が連携して⾏う
取組を⽀援することとしています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

む。)の割合は70%台で推移しており、令和4(2022)年度では70.0%となっています(図図表表
55--33--99)。また、農業⽤⽣
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普及会
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の調査によると、⽣分解性マルチの年間利⽤
量(樹脂の出荷量)は年々増加傾向で推移しており、令和5(2023)年度は3,657tとなっていま
す(図図表表55--33--1100)。 

農林⽔産省では、⽣分解性マルチへの転換に向けた取組のほか、農業⽤ハウスの被覆資
材やマルチといった農業由来の廃プラスチックの適正処理対策を推進していくこととして
います。また、プラスチックを使⽤した被覆肥料については、圃場からの被膜殻の流出実
態の調査を⾏い、その結果を公表するとともに、被膜殻の流出防⽌技術やプラスチックを
使⽤しない代替肥料等に関する実証等の取組を⽀援し、これらの技術の普及を推進してい
ます。 

 

 

図表5-3-9 農業分野の廃プラスチック排出量
に対する再⽣処理の割合 

資料：農林⽔産省「園芸⽤施設の設置等の状況」を基に作成 

図表5-3-10 ⽣分解性マルチの年間利⽤量(樹
脂の出荷量) 

資料：農業⽤⽣分解性資材普及会「⽣分解性マルチの利⽤状況 樹
脂の出荷量調査結果」を基に農林⽔産省作成 

注：1) 令和6(2024)年8⽉末時点の数値 
2) 各年度は、当該年6⽉〜翌年5⽉ 
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や保管技術等の品質や鮮度保持のための開発が進んでいます。 
このような品質・鮮度保持の取組が進むことで、こ

れまで輸送が難しかった、海外への展開も進んでいま
す。 

 
 
 
 
 

  
((農農業業・・⾷⾷品品産産業業分分野野ににおおけけるるププララススチチッッククごごみみ問問題題へへのの対対応応をを推推進進))  

近年、国内外でプラスチックの持続的な利⽤が課題と
なっている中、農業・⾷品産業分野においても、多くの
プラスチック製品を活⽤していることから、プラスチッ
クごみ問題に積極的に対応していく必要があります。 

農林⽔産省では、令和4(2022)年4⽉に施⾏されたプラ
スチック資源循環促進法1等に基づき、農業・⾷品産業分
野における各企業・団体の⾃主的な取組を促進するとと
もに、それらの取組の発信を通じて国⺠⼀⼈⼀⼈の意識
を⾼めていくこととしています。 

 
((33))  ⾷⾷品品ロロススのの削削減減、、リリササイイククルルのの推推進進  
((国国内内でではは⾷⾷品品ロロススのの発発⽣⽣量量はは減減少少傾傾向向))  

我が国の⾷品ロスの発⽣量については、
令和4(2022)年度は前年度に⽐べ51万t
減少し、過去最少の472万tと推計されて
います(図図表表55--44--11)。このうち、⾷品産業
における発⽣(事業系⾷品ロス)は前年度
に⽐べ43万t減少し236万tとなり、平成
12(2000)年度⽐で令和12(2030)年度ま
でに半減させる⽬標を達成しました。そ
の要因としては、新型コロナウイルス感
染症の影響による市場の縮⼩等の影響が
あるものの、納品期限の緩和や賞味期限
表⽰の⼤括り化といった商慣習の⾒直し
等のサプライチェーン全体で連携した取
組や、⼩売店舗が消費者に対して、商品
棚の⼿前にある商品を選ぶ「てまえどり」
の促進等の消費者への呼び掛けといった⾷品企業の努⼒が相当程度貢献していると考えら

 
1 正式名称は「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」 

図表5-4-1 ⾷品ロスの発⽣量と発⽣場所(推計) 

資料：農林⽔産省作成 
注：事業系⾷品ロスの発⽣量は、⾷品製造業、⾷品卸売業、⾷品

⼩売業、外⾷産業の合計 
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資料：株式会社ブルボン 

衝衝撃撃をを緩緩和和ししたたいいちちごごのの包包材材  
資料：⼤⽯産業株式会社 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

((持持続続可可能能性性にに配配慮慮ししたた輸輸⼊⼊原原材材料料調調達達をを促促進進))  
世界的なSDGsの取組が加速し、輸⼊原材料に係る持続可能な国際認証等が欧⽶の⾷品

企業を中⼼に拡⼤する中で、⾷品企業が原材料を調達する際には、⽣産現場の環境・⼈権
に配慮することが世界的に必要とされています。 

国内においては、上場⾷品企業のうち「持続可能性に配慮した輸⼊原材料調達」に関す
る取組を実施している企業の割合は、令和5(2023)年は41.6%となっています。 

⾷品企業における持続可能性に配慮した輸⼊原材料の調達については、短期的には直接
的な売上向上につながりにくく、コスト増加等の企業負担が増えるなどの課題が⾒られる
ことから、農林⽔産省では、⾷品企業が持続可能性に配慮した原材料調達に取り組むため
の⼊⾨書や、⾷品企業による⼈権尊重の取組を⽀援するための⼿引き等を作成しているほ
か、セミナーの実施や優良事例の横展開の促進等による業界⽀援、消費者理解の促進を図
っています。 

 
((22))  ムムリリ・・ムムダダののなないい持持続続可可能能なな加加⼯⼯・・流流通通シシスステテムムのの確確⽴⽴  
((品品質質・・鮮鮮度度保保持持ののたためめのの包包装装資資材材・・保保管管技技術術のの開開発発をを促促進進))  

⻘果物や⾷品の品質や鮮度を保持するためには、収穫後、集出荷・貯蔵、輸送を経て、
消費者に届くまでの各段階において、温度や⽔分、ガスの管理、そして、輸送時の傷み防
⽌のための振動や衝撃の緩和が重要になります。⻘果物の予冷や低温物流、⽔分の調節や
熟成・劣化を抑える資材、輸送時の傷みを防⽌するための振動や衝撃を緩和する包装資材

令和6(2024)年4⽉に改正障害者差別解消法*が施⾏され、障害のある⼈からの申出に応じて「合理
的配慮の提供」を⾏うことが求められるようになりました。これを受け、外⾷産業においても、⾼齢
者や障害者等が⼿軽に飲⾷店を利⽤できる環境づくり(インクルーシブ対応)が進むことが期待され
ます。 

岐⾩県岐⾩市
ぎ ふ し

の病院が運営するカフェでは、嚥下
え ん げ

障害(⾷べ物や飲み物がうまく飲み込めない状態)
がある⼈も⼀緒に⾷事ができるメニューとして、嚥下調整⾷が提供されています。とろみをつけて飲
み込みやすくする飲み物や、細かく切り分けて⼝腔内で簡単にすりつぶすことができる料理・デザー
ト等が提供されているほか、すくいやすいスプーンを常備するなど、必要に応じて⾷べやすく、持ち
やすい⾷器の提供も⾏われています。 

同店では、地域の飲⾷店等に嚥下調整⾷を広める活動や介護予防教室、地域の⼤学等とのマルシェ
の共催といった地域に根ざしたコミュニケーション活動を展開しており、今後、同市内の複数の飲⾷
店のほか、他業種とも連携し、嚥下調整⾷の開発と普及を⽬指しています。 

 
＊ 正式名称は「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の⼀部を改正する法律」 

カカフフェェでで提提供供さされれてていいるる嚥嚥下下調調整整⾷⾷  
 

店店内内のの様様⼦⼦  
資料：医療法⼈社団登豊会 近⽯病院 

((ココララムム))  進進みみつつつつああるる誰誰ももがが利利⽤⽤ししややすすいい飲飲⾷⾷店店のの環環境境づづくくりり  
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や保管技術等の品質や鮮度保持のための開発が進んでいます。 
このような品質・鮮度保持の取組が進むことで、こ

れまで輸送が難しかった、海外への展開も進んでいま
す。 

 
 
 
 
 

  
((農農業業・・⾷⾷品品産産業業分分野野ににおおけけるるププララススチチッッククごごみみ問問題題へへのの対対応応をを推推進進))  

近年、国内外でプラスチックの持続的な利⽤が課題と
なっている中、農業・⾷品産業分野においても、多くの
プラスチック製品を活⽤していることから、プラスチッ
クごみ問題に積極的に対応していく必要があります。 

農林⽔産省では、令和4(2022)年4⽉に施⾏されたプラ
スチック資源循環促進法1等に基づき、農業・⾷品産業分
野における各企業・団体の⾃主的な取組を促進するとと
もに、それらの取組の発信を通じて国⺠⼀⼈⼀⼈の意識
を⾼めていくこととしています。 
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((国国内内でではは⾷⾷品品ロロススのの発発⽣⽣量量はは減減少少傾傾向向))  

我が国の⾷品ロスの発⽣量については、
令和4(2022)年度は前年度に⽐べ51万t
減少し、過去最少の472万tと推計されて
います(図図表表55--44--11)。このうち、⾷品産業
における発⽣(事業系⾷品ロス)は前年度
に⽐べ43万t減少し236万tとなり、平成
12(2000)年度⽐で令和12(2030)年度ま
でに半減させる⽬標を達成しました。そ
の要因としては、新型コロナウイルス感
染症の影響による市場の縮⼩等の影響が
あるものの、納品期限の緩和や賞味期限
表⽰の⼤括り化といった商慣習の⾒直し
等のサプライチェーン全体で連携した取
組や、⼩売店舗が消費者に対して、商品
棚の⼿前にある商品を選ぶ「てまえどり」
の促進等の消費者への呼び掛けといった⾷品企業の努⼒が相当程度貢献していると考えら

 
1 正式名称は「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」 

図表5-4-1 ⾷品ロスの発⽣量と発⽣場所(推計) 
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((持持続続可可能能性性にに配配慮慮ししたた輸輸⼊⼊原原材材料料調調達達をを促促進進))  
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的配慮の提供」を⾏うことが求められるようになりました。これを受け、外⾷産業においても、⾼齢
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岐⾩県岐⾩市
ぎ ふ し

の病院が運営するカフェでは、嚥下
え ん げ

障害(⾷べ物や飲み物がうまく飲み込めない状態)
がある⼈も⼀緒に⾷事ができるメニューとして、嚥下調整⾷が提供されています。とろみをつけて飲
み込みやすくする飲み物や、細かく切り分けて⼝腔内で簡単にすりつぶすことができる料理・デザー
ト等が提供されているほか、すくいやすいスプーンを常備するなど、必要に応じて⾷べやすく、持ち
やすい⾷器の提供も⾏われています。 

同店では、地域の飲⾷店等に嚥下調整⾷を広める活動や介護予防教室、地域の⼤学等とのマルシェ
の共催といった地域に根ざしたコミュニケーション活動を展開しており、今後、同市内の複数の飲⾷
店のほか、他業種とも連携し、嚥下調整⾷の開発と普及を⽬指しています。 

 
＊ 正式名称は「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律の⼀部を改正する法律」 

カカフフェェでで提提供供さされれてていいるる嚥嚥下下調調整整⾷⾷  
 

店店内内のの様様⼦⼦  
資料：医療法⼈社団登豊会 近⽯病院 

((ココララムム))  進進みみつつつつああるる誰誰ももがが利利⽤⽤ししややすすいい飲飲⾷⾷店店のの環環境境づづくくりり  
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消費者への啓発については、⾷品ロス削減推進アンバサダーを起⽤した啓発ポスターの
作成のほか、同年10⽉の⾷品ロス削減⽉間において「てまえどり」や、⾷べきりの推進に
ついて、消費者啓発に取り組む55の⼩売・外⾷事業者及び43の地⽅公共団体とともに呼び
掛けを⾏っています。 

さらに、国の災害⽤備蓄⾷品について、⾷品ロス削減や⽣活困窮者⽀援等の観点から有
効に活⽤するため、農林⽔産省では「国の災害⽤備蓄⾷品の提供ポータルサイト」を設置
し、災害⽤備蓄⾷品の更新により役割を終えたものについて、原則としてフードバンク団
体等に提供しています。 

 
((⾷⾷品品リリササイイククルルのの取取組組をを推推進進))  

農林⽔産省では環境省とともに、2050年ネット・ゼロ1の実現に向けて、CO2排出量削減
の観点から、⾷品の売れ残りや⾷べ残しのほか、⾷品の製造過程において発⽣している⾷
品廃棄物について、発⽣抑制と減量により最終的に処分される量を減少させるとともに、
飼料や肥料等の原材料として再⽣利⽤するため、⾷品リサイクルの取組を促進しています。 

 

 
 

1 第5章第2節を参照 

((11))  製製造造過過程程でで発発⽣⽣すするる未未利利⽤⽤資資源源のの有有効効活活⽤⽤にによよるる⾷⾷品品廃廃棄棄物物のの発発⽣⽣抑抑制制  
埼⽟県さいたま市

し
のコープデリ⽣活協同組合連合会では、東京都調布市

ち ょ う ふ し
のデリア⾷ 品

しょくひん
株式会社と

共同で、パッケージサラダの製造過程で発⽣するキャベツの芯を活⽤したスープ等を開発しました。
キャベツの芯は、キャベツ全体の重量の10%を占め、その有効活⽤が課題になっていました。キャ
ベツの芯には、葉の部分に⽐べ⽢み成分や繊維質が多く含まれており、加熱によって⽢みが引き出
されることから、スープのような加熱調理する製法の商品に適しており、素材の特性を⽣かし、資
源を有効活⽤する取組につなげています。 

 
((22))  家家庭庭かからら発発⽣⽣すするる⾷⾷品品残残ささをを肥肥料料やや飼飼料料ととししててリリササイイククルル  

⻑崎県諫早市
い さ は や し

の⻑崎県⽴諫早
いさはや

農 業
のうぎょう

⾼等学校では、家庭から発⽣する⾷品残さから作られた肥料
を、栽培試験等を通じて、化成肥料と同等の収量が得られることを明らかにし、家庭から発⽣する
⾷品廃棄物の有効活⽤につなげています。同校では、市⺠講座での研修会や地域のこども園等での
⾷育教室を実施するなど、⽣産された肥料を地域内外の⽣産者等への普及を進めています。また、
この取組は令和5(2023)年度に実施された第11回「⾷品産業もったいない⼤賞」において農林⽔産
⼤⾂賞を受賞しています。 

⾷品廃棄物の発⽣抑制やリサイクルを通じて、新たな商品やサービスの展開が広がっています。 

諫諫早早農農業業⾼⾼校校でで⽣⽣産産さされれたた  
肥肥料料をを利利⽤⽤すするる⽣⽣産産者者  

資料：⻑崎県⽴諫早農業⾼等学校 

キキャャベベツツのの芯芯をを活活⽤⽤ししたたススーーププ  
資料：コープデリ⽣活協同組合連合会 

((ココララムム))  ⾷⾷品品廃廃棄棄物物のの発発⽣⽣抑抑制制、、リリササイイククルルのの取取組組がが拡拡⼤⼤  

 

れます。⼀般家庭における発⽣(家庭系⾷品ロス)は前年度に⽐べ8万t減少し236万tとなっ
ています。世界では、UNEP1 (国連環境計画)が令和4(2022)年に調査した報告書によると
家庭レベルで1⽇当たり10億⾷を廃棄していると推計されています。 

 
((⾷⾷品品リリササイイククルル法法にに基基づづくく新新たたなな基基本本⽅⽅針針をを策策定定))  

平成12(2000)年度⽐で令和12(2030)年度までに60%削減とする新たな事業系⾷品ロス
の削減⽬標や、国、地⽅公共団体、⾷品関連事業者、消費者等の様々な事業者が連携して
サプライチェーン全体で発⽣抑制やリサイクルの取組を更に拡⼤する⽅策を定めた、⾷品
リサイクル法2に基づく新たな基本⽅針の策定を令和7(2025)年3⽉に⾏いました。 

 
((事事業業系系⾷⾷品品ロロススのの削削減減にに向向けけ、、納納品品期期限限緩緩和和等等のの商商慣慣習習のの⾒⾒直直ししをを推推進進))  

農林⽔産省では、新たな事業系⾷品ロスの削減⽬標達
成に向けて、引き続き事業系⾷品ロスの削減に向けた取
組を推進しています。 

令和6(2024)年度においては、同年6⽉に、関係府省庁
において、「⾷品ロス削減」や「⾷品寄附促進」に加え、
「⾷品アクセスの確保」に向けた取組を、関係府省庁や
地⽅公共団体が⼀体的に取り組めるように、3つの施策
を包括する概念を「⾷の環(わ)」と呼ぶことについて申
合せをし、共通のロゴマークを使⽤して、ワンボイスで
発信していくこととしました。また、毎年10⽉30⽇を「全
国⼀⻫商慣習⾒直しの⽇3」と定め、⾷品⼩売事業者が賞
味期間の3分の1を経過した商品の納品を受け付けない「3分の1ルール」の緩和や、⾷品製
造事業者における賞味期限表⽰の⼤括り化(年⽉表⽰、⽇まとめ表⽰)の取組を呼び掛けま
した。納品期限の緩和に取り組む事業者は、同年10⽉時点で339事業者に拡⼤しています。
また、⾏政・⾷品業界・消費者で協調して⾷品ロス削減の取
組を更に推進することを⽬的に設置した「⾷品廃棄物等の発
⽣抑制に向けた取組の情報連絡会」を同年4⽉、11⽉及び令
和7(2025)年3⽉に開催し、政府における施策の検討状況のほ
か、⾷品企業の取組として、⾷品寄附に係る税務上の取扱い
や⾷品ロス削減等の取組に係る情報開⽰の事例、外⾷におけ
る⾷べ残しの持ち帰り促進に向けた取組等について情報共有
等を図りました。 

⾷品企業における未利⽤⾷品のフードバンク等への寄附促
進につながる供給体制の構築に向けた検討・実証の推進のほ
か、⾷品ロス削減効果が更に期待される取組として、AI等を
活⽤した需要予測の⾼度化や、外⾷産業における⾷べ残しの
発⽣抑制に向けた実証等に対する⽀援を⾏っています。 

 
1 United Nations Environment Programmeの略 
2 正式名称は「⾷品循環資源の再⽣利⽤等の促進に関する法律」 
3 令和元(2019)年10⽉に施⾏された「⾷品ロスの削減の推進に関する法律」において、10⽉が「⾷品ロス削減⽉間」、10⽉30⽇が「⾷

品ロス削減の⽇」と定められている。 

⾷⾷品品ロロスス削削減減⽉⽉間間をを  
呼呼びび掛掛けけるるポポススタターー  

「「⾷⾷のの環環((わわ))」」ププロロジジェェククトト  
ロロゴゴママーークク  

300

食品産業の環境負荷低減と消費者の理解醸成の促進第4節

農村白書2025_1-5.indd   300農村白書2025_1-5.indd   300 2025/05/13   17:13:142025/05/13   17:13:14



 

消費者への啓発については、⾷品ロス削減推進アンバサダーを起⽤した啓発ポスターの
作成のほか、同年10⽉の⾷品ロス削減⽉間において「てまえどり」や、⾷べきりの推進に
ついて、消費者啓発に取り組む55の⼩売・外⾷事業者及び43の地⽅公共団体とともに呼び
掛けを⾏っています。 

さらに、国の災害⽤備蓄⾷品について、⾷品ロス削減や⽣活困窮者⽀援等の観点から有
効に活⽤するため、農林⽔産省では「国の災害⽤備蓄⾷品の提供ポータルサイト」を設置
し、災害⽤備蓄⾷品の更新により役割を終えたものについて、原則としてフードバンク団
体等に提供しています。 

 
((⾷⾷品品リリササイイククルルのの取取組組をを推推進進))  

農林⽔産省では環境省とともに、2050年ネット・ゼロ1の実現に向けて、CO2排出量削減
の観点から、⾷品の売れ残りや⾷べ残しのほか、⾷品の製造過程において発⽣している⾷
品廃棄物について、発⽣抑制と減量により最終的に処分される量を減少させるとともに、
飼料や肥料等の原材料として再⽣利⽤するため、⾷品リサイクルの取組を促進しています。 

 

 
 

1 第5章第2節を参照 

((11))  製製造造過過程程でで発発⽣⽣すするる未未利利⽤⽤資資源源のの有有効効活活⽤⽤にによよるる⾷⾷品品廃廃棄棄物物のの発発⽣⽣抑抑制制  
埼⽟県さいたま市

し
のコープデリ⽣活協同組合連合会では、東京都調布市

ち ょ う ふ し
のデリア⾷ 品

しょくひん
株式会社と

共同で、パッケージサラダの製造過程で発⽣するキャベツの芯を活⽤したスープ等を開発しました。
キャベツの芯は、キャベツ全体の重量の10%を占め、その有効活⽤が課題になっていました。キャ
ベツの芯には、葉の部分に⽐べ⽢み成分や繊維質が多く含まれており、加熱によって⽢みが引き出
されることから、スープのような加熱調理する製法の商品に適しており、素材の特性を⽣かし、資
源を有効活⽤する取組につなげています。 

 
((22))  家家庭庭かからら発発⽣⽣すするる⾷⾷品品残残ささをを肥肥料料やや飼飼料料ととししててリリササイイククルル  

⻑崎県諫早市
い さ は や し

の⻑崎県⽴諫早
いさはや

農 業
のうぎょう

⾼等学校では、家庭から発⽣する⾷品残さから作られた肥料
を、栽培試験等を通じて、化成肥料と同等の収量が得られることを明らかにし、家庭から発⽣する
⾷品廃棄物の有効活⽤につなげています。同校では、市⺠講座での研修会や地域のこども園等での
⾷育教室を実施するなど、⽣産された肥料を地域内外の⽣産者等への普及を進めています。また、
この取組は令和5(2023)年度に実施された第11回「⾷品産業もったいない⼤賞」において農林⽔産
⼤⾂賞を受賞しています。 

⾷品廃棄物の発⽣抑制やリサイクルを通じて、新たな商品やサービスの展開が広がっています。 

諫諫早早農農業業⾼⾼校校でで⽣⽣産産さされれたた  
肥肥料料をを利利⽤⽤すするる⽣⽣産産者者  

資料：⻑崎県⽴諫早農業⾼等学校 

キキャャベベツツのの芯芯をを活活⽤⽤ししたたススーーププ  
資料：コープデリ⽣活協同組合連合会 

((ココララムム))  ⾷⾷品品廃廃棄棄物物のの発発⽣⽣抑抑制制、、リリササイイククルルのの取取組組がが拡拡⼤⼤  

 

れます。⼀般家庭における発⽣(家庭系⾷品ロス)は前年度に⽐べ8万t減少し236万tとなっ
ています。世界では、UNEP1 (国連環境計画)が令和4(2022)年に調査した報告書によると
家庭レベルで1⽇当たり10億⾷を廃棄していると推計されています。 

 
((⾷⾷品品リリササイイククルル法法にに基基づづくく新新たたなな基基本本⽅⽅針針をを策策定定))  

平成12(2000)年度⽐で令和12(2030)年度までに60%削減とする新たな事業系⾷品ロス
の削減⽬標や、国、地⽅公共団体、⾷品関連事業者、消費者等の様々な事業者が連携して
サプライチェーン全体で発⽣抑制やリサイクルの取組を更に拡⼤する⽅策を定めた、⾷品
リサイクル法2に基づく新たな基本⽅針の策定を令和7(2025)年3⽉に⾏いました。 

 
((事事業業系系⾷⾷品品ロロススのの削削減減にに向向けけ、、納納品品期期限限緩緩和和等等のの商商慣慣習習のの⾒⾒直直ししをを推推進進))  

農林⽔産省では、新たな事業系⾷品ロスの削減⽬標達
成に向けて、引き続き事業系⾷品ロスの削減に向けた取
組を推進しています。 

令和6(2024)年度においては、同年6⽉に、関係府省庁
において、「⾷品ロス削減」や「⾷品寄附促進」に加え、
「⾷品アクセスの確保」に向けた取組を、関係府省庁や
地⽅公共団体が⼀体的に取り組めるように、3つの施策
を包括する概念を「⾷の環(わ)」と呼ぶことについて申
合せをし、共通のロゴマークを使⽤して、ワンボイスで
発信していくこととしました。また、毎年10⽉30⽇を「全
国⼀⻫商慣習⾒直しの⽇3」と定め、⾷品⼩売事業者が賞
味期間の3分の1を経過した商品の納品を受け付けない「3分の1ルール」の緩和や、⾷品製
造事業者における賞味期限表⽰の⼤括り化(年⽉表⽰、⽇まとめ表⽰)の取組を呼び掛けま
した。納品期限の緩和に取り組む事業者は、同年10⽉時点で339事業者に拡⼤しています。
また、⾏政・⾷品業界・消費者で協調して⾷品ロス削減の取
組を更に推進することを⽬的に設置した「⾷品廃棄物等の発
⽣抑制に向けた取組の情報連絡会」を同年4⽉、11⽉及び令
和7(2025)年3⽉に開催し、政府における施策の検討状況のほ
か、⾷品企業の取組として、⾷品寄附に係る税務上の取扱い
や⾷品ロス削減等の取組に係る情報開⽰の事例、外⾷におけ
る⾷べ残しの持ち帰り促進に向けた取組等について情報共有
等を図りました。 

⾷品企業における未利⽤⾷品のフードバンク等への寄附促
進につながる供給体制の構築に向けた検討・実証の推進のほ
か、⾷品ロス削減効果が更に期待される取組として、AI等を
活⽤した需要予測の⾼度化や、外⾷産業における⾷べ残しの
発⽣抑制に向けた実証等に対する⽀援を⾏っています。 

 
1 United Nations Environment Programmeの略 
2 正式名称は「⾷品循環資源の再⽣利⽤等の促進に関する法律」 
3 令和元(2019)年10⽉に施⾏された「⾷品ロスの削減の推進に関する法律」において、10⽉が「⾷品ロス削減⽉間」、10⽉30⽇が「⾷

品ロス削減の⽇」と定められている。 

⾷⾷品品ロロスス削削減減⽉⽉間間をを  
呼呼びび掛掛けけるるポポススタターー  

「「⾷⾷のの環環((わわ))」」ププロロジジェェククトト  
ロロゴゴママーークク  
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⼀体となって持続可能な⽣産・消費を促進する「あふの環
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2030プロジェクト~⾷と農林⽔
産業のサステナビリティを考える~」を推進しており、令和7(2025)年3⽉末時点で農業者
や⾷品製造事業者等210社・団体等が参画しています。 

同プロジェクトでは、⾷と農林⽔産業のサステナビリティについて知ってもらうため、
「サステナブルが“推し”になる」をテーマに「サステナウィーク2024」を開催し、環境に
配慮した農産物の販売や、その消費に資する情報の発信を集中的に⾏いました。また、サ
ステナブルな取組についての動画作品を表彰する「サステナアワード2024」を実施したほ
か、消費者庁・農林⽔産省の共催で⽇経

にっけい
SDGsフォーラム消費
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そう

シンポジウムを開催
すること等により、持続可能な消費を推進しています。 
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図表5-4-3 エシカル消費に関連する⾔葉の認
知度 

図表5-4-4 環境に配慮した⽅法で栽培された農
産物の購⼊における価格許容度 

資料：消費者庁「令和6年度消費⽣活意識調査(第3回)」、「令和元年度エシ
カル消費に関する消費者意識調査報告書」を基に農林⽔産省作成 

注：1) 「令和6年度消費⽣活意識調査(第3回)」は、令和6(2024)年10
⽉に実施した調査で、回答総数は5千⼈。「⾔葉と内容の両⽅を
知っている」⼜は「⾔葉は知っているが内容は知らない」と回
答した者の割合 

2) 「令和元年度エシカル消費に関する消費者意識調査報告書」は、
令和2(2020)年2⽉に実施した調査で、回答総数は2,803⼈(複数
回答) 

資料：株式会社⽇本政策⾦融公庫「消費者動向調査(令和7年1⽉)」を
基に農林⽔産省作成 

注：1) 回答総数は2千⼈ 
2) 「3割⾼を超える価格でも購⼊する」、「2割⾼から3割⾼ま

でであれば購⼊する」、「1割⾼から2割⾼までであれば購⼊
する」、「1割⾼までであれば購⼊する」の合計を「割⾼で
も環境に配慮した農産物を選ぶ」としている。 
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((44))  消消費費者者のの環環境境やや持持続続可可能能性性へへのの理理解解醸醸成成  
((ササスステテナナビビリリテティィややフフェェアアトトレレーードドのの認認知知度度はは向向上上))  

農産物の購⼊時に、環境に配慮した⽅法
で栽培された農産物かどうか気にかけるか
について、公庫が令和7(2025)年1⽉に実施
した調査によると、42.1%の⼈が「気にか
けている」と回答しました(図図表表55--44--22)。 

サステナビリティ、フェアトレード、エ
シカル消費1(倫理的消費)といった⾔葉の
認知度については、令和6(2024)年度は令
和元(2019)年度と⽐較して約2〜4倍に⾼
まってきています(図図表表55--44--33)。 

また、公庫が令和7(2025)年1⽉に実施し
た調査によると、環境に配慮した⽅法で栽
培された農産物の購⼊における価格許容度
については、「割⾼でも環境に配慮した農産
物を選ぶ」としている⼈が約6割になって
います(図図表表55--44--44)。 

近年では、産地と事業者が連携して、不
揃いになった規格外農産物等を実店舗や
ECサイトで販売する取組も⾒られます。 

将来にわたって持続可能なフードチェーンを維持していくためには、消費者が取り組む
ことができる⾏動や、持続可能性に配慮した⾷料⽣産はコストを要することを事業者が正
しく消費者に伝達することを通じ、消費者の理解を醸成しながら、⾏動変容を促していく
ことが必要となっています。 

 

 
1 地域の活性化や雇⽤等も含む、⼈や社会、地域、環境に配慮した消費⾏動 

図表5-4-2 環境に配慮した⽅法で栽培された農
産物への意識 

資料：株式会社⽇本政策⾦融公庫「消費者動向調査(令和7年1⽉)」を基に
農林⽔産省作成 

注：1) 回答総数は2千⼈ 
2) 「いつも気にかけている」、「ある程度気にかけている」の合計

を「気にかけている」としている。 
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